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R.ハ ロ ッ ド著 『イ ギ リ ス経 済 論 』

RoyHarrod。TheBritishEconomy

(NewYork:McGraw-Hill,1963).pp,240.

吉 武 清 彦
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R.ハ ロッドの近著TheBritishEconomy,1963は 現代 イギ リス資本主義,

特 にごく最近の60年 代の出来事 例えばEEC加 盟問題 までをも含め

て論 じた好著である。この本において非常に私の興味をひいた点は,ハ ロッ

ドがイギ リス経済の成長 と云 う問題に焦点を合わせ,成 長 と云 う観点か ら現

代 イギ リス経済の持つ多 くの問題に接近 しておる事である。労働 金融,財

政,国 際経済,等 の各分野がそれぞれ独立の一章 として扱われているが,そ

のそれぞれの方法論的基礎になっているものが,イ ギ リス経済の成長率を高

めるためには何をなすべ きか と云 う問題意識である。この問題こそは,ハ ロ

ッドによれぽ現代イギ リス経済にとつての最大の課題であ り,こ の経済成長

率増大のためには,経 済政策を推進す る人 々の間で経済に対す る伝統的な考

え方が根本的に変革 され,新 しい 目標に即応 した柔軟な考 え方が生 まれて来

なければな らぬとしている。ハ ロッドはイギ リスにおいてより高い経済成長

率 を実現す るためには先ず考え方の革命が必要であることを再三強調 してい

るが,次 の文章などその代表的な ものであろ う。

「イギ リスでは経済成長は,よ うや く最近になって経済政策の目標 となっ

た。しか し政策立案者達の心の中ではまだ恐 らく次のことが全 く分っていな

いのであろう。すなわち経済成長の理論なるものは,か な りの知的能力をも

った人が,30年 前に習つた静態的な経済理論でもつて類推 しようとして も到
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底それは出来るものではないと云 うことである。経済成長率促進のための政

策立案には,考 え方におけ る大 きな根本的な革命が必要 とされ る。そ してこ
ほ ラ

の革命は単 に公務 員の間だけに必要 とされ る ものではない のであ る。」 この

よ うな考 え方の革命 が どんな ものであ るか,ハ ロ ッ ド自 ら範 を 垂 れ た の が こ

の本 書であ ると云 え る。

本 書の よ うに経済成長 に焦点を合せ てイギ リス経済 を論 じた本は,今 迄 に

な か った 訳 で は な い 。 例 えぽ私 の知 る限 りではPEP,GroωthintheBritish:

Ec(momy,1960な どが あ り,こ のPEPの 書物 も良著 で あ る。 た だPEPの

書物 は,国 内経 済 に 重 点 を お き,ま た産 業 構 造 を中 心 に論 『じて お り,理 論 的

に 見 る と比較 的 平 板 であ るのに対 し,ハ ロ ッ ドの新 著 は 国際 経 済 や金 融 ・財

政政 策等PEPの 著 作 が余 りふ れ て い な い領 域 に重点 をお き,そ して また理

論 的 に は は るか に透 徹 してい るこ とに特 色があ る。本書に よって国際 経済 と

云 う広 い世 界か らの照 明を受け立つ イギ リス経済 の全体像が くっ きりと浮 き

彫 りに され立 体的 に と らえ られた のはやは りハ ロッ ドの専門的 な学殖の深 さ

に よる ものだろ う。

R・ ハ ロ ッ ドは 数年 前 にPo1吻AgainstJnflation(London:Macmillan&

Co.Ltd.,1958).邦 訳 。村 野孝 ・海 老 沢道 進 『安 定 成長 の通貨政策』(至 誠

堂,1960).を 発 表 してお る。 この著 書 は1950年 代 イ ギ リス の慢 性 イ ンフ レ

ー シ ・ ンを主題 と してお り,我 々 も稗 益 され る所 が多 か った 。それ と,こ ん

どのTheBritishEconomyと 比 較 してみ る と,金 融財 政 政 策 や 国 際経 済 に 関,

す る限 り,そ の主 張 に は 内容 的 に大 差 は な く,前 著 の読 者 は 容 易 に 新著 を も

理 解 出来 るであ ろ う。 しか し新著 の方は 経済成 長に 重点がおかれてお るた

め,そ れ な りに重 点 の お き方 が 異 な ってい ると云 え る。 また この新著 は前著

よ りも内容的には よ り広範囲であ り,従 って前 著 に は触 れ られ てい な いイギ

リス経済をめ ぐる諸問題 につい ての叙 述があ る。従 って新著に よ りハ ロッド

(1)Op・cit・,P・189・
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が戦後のイギ リス経済を全体 としてどう見ているかに就いての理解を うるこ

とが出来 るであろ う。

評者は,従 来までに若干のいわゆる 「イギ リス経済論」と云わ るべ き書籍に
しの

眼を通 して来た。これ らの文献 とハ ロッドの新著 とが,内 容的にどう違 うか

を比較検討す ることは有益であろ うが,こ こではそれにまで及ぶ ことが出来

ない。ただ他のイギ リス経済論についての書物 と異なる際だった本書の特色

として,私 はハ ロッドの,祖 国イギ リスに対す る経済学者 としての主体性の

あふれたさまざまの政策的発言をあげることが出来ると思 う。他の多 くの類

書は 分析 ・叙述はあるが,理 論に裏付け られた 政策的発言のないものが 多

い。従来ハ ロッドの著作に慣れ親んでおる読者はかか る特色を本書の中に取

り立てて感ぜ られないか も知れない。 しか し 「イギ リス経済論」に関す る諸

文献の中では,ハ ロッドの新著は最 も生 々として血が通ってお り,そ してそ

の政策的発言は確固たる信念に貫かれておると云える。

2

本 書 は 九 章 か ら 構 成 さ れ て お り,第 一 章 の 序 言 に 続 き,第 二 章 で は 第 二 次

大 戦 後 の イ ギ リス 経 済 の 諸 成 果 を,第 三 章 で は 社 会 主 義,第 四 章 で は イ ギ リ

ス 産 業 を 論 じ て お る 。 こ の 辺 り ま で は 比 較 的 簡 潔 に 教 化 書 風 な 叙 述 が 続 く

が,ハ ロ ッ ドの 年 来 の 自 説 が 所 々 に 散 見 さ れ る 。 例 え ば1949年 の ポ ソ ドの 平

価 切 下 げ が,戦 後 の 慢 性 的 イ ソ フ レの 原 因 で あ っ た と か,ハ ロ ッ ド の 旧 著

(2)「 イ ギ リス 経 済 論 」に 関 して 筆 者 の手 許 に あ る文 献 と しては 次 の よ うな ものが

あ げ られ る。

TheBritishEconomy1945-1950,ed.Worswick&Ady(0.U.P.,1952).

T]teBritish.Ec),LomyilztheNineteen-fifties,ed.Worswick&Ady(0.U.P.,

1952)・

AShonfield.DritishPolic),s'incetheH7ar(Penguin.1959).

P.EP.Grou,t/tiiL〃leB短 〃∫んEconomy(AllenandUnwin,1960).

A.J.Youngson,TheBγitishEeonomy1920-1957(Allen&unwin,1960)、

ReportoftheCommitteeontheJVorkin80ftheMonetarySystem(HMSO/

1959)・
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.-AreTheseHantshiPsNecessαaツ,1947に 述 べ られ た よ うな労 働 党 政府 に対す

る批判(投 資政 策 並 びに 統制 政策 に対 す る批判)な ど。更 に 第 五 章 で は金 融

政 策 を,第 六 章 では ス タ ー リ ングを 論 じ,第 七章 では 労 働 を 取 り上 げ,賃 上

げ とイ ソフ レと云 う戦 後 の イ ギ リスに とっては重大 な問題 と取組 んでお る。

第 八章では経済政策 を論 じ最終章 では将来 の展望 を行 な ってお る。ハ ロッ ド

らしい面 目は本書 の後半 に発揮 され,特 に第 八章 では イ ギ リス大 蔵 官 僚の保

守 性に対 し痛烈な批判 の矢を向け るな ど,生 彩 を放 って お る。 イ ギ リスの 経

済 成 長率 を高 め るため,イ ギ リスは 一 体 何 を なす べ きか と云 う問題 に真正面

か らとり くんで,ハ ロ ッ ド自身 の解 答 を出 して い るの も第 八章,第 九章 で あ

り,こ の 終 りの二 章 は 最 も読 み ごた えがあ った 。'

第 二 章 の大 戦 後 の イ ギ リス経 済 の諸成果につい ては,始 め ハ ロ ヅ ドは イ ギ

リス とア メ リカの 戦後十 数年 間の生産,国 民所 得 をそ れ ぞ れ 比較 して,イ ギ

リス の成 果 が ア メ リカに 比 して劣 ってい ることを述べ,特 に イギ リス の経 済

成 長率 は1948-55よ りも(こ の 期 間 平 均3.5%),55年 か ら60年(こ の期 間

平均2.2%)の 期間に低かったことを指抽 しておる。そ してその低経済成長

率 の原因は供給側にあると云 うよりも需要側にあるのであ り,そ れは度重な
ズヨ ン

る金融引締め政策によるものであると断 じている。そ してこの引締め政策は

明 らかに国際収支の危機に対処す るために とられたものであった として,イ

ギ リスの戦後の国際収支問題を分析 しておる。漸 く最近この国際収支問題は

好転 して来たけれ ども,ま だ満足すべき状態か らは遠 く,戦 前のように再び

属 外に資本輸出を大量に行な うためには,よ り多 くの輸出と,必 要 とあ らば

輸入制限を行な うべ きことを強調 している。

第三章では戦後労働党政府が とった諸政策を分析 しているが,ハ ロッドは

それ ら社会主義的な諸政策の意義をあま り高 く評価 してお らない。た とえ保

守 党政府が戦後労働党の代 りに政権をとった としても,や は り同 じような社

(3)Harrod,op.cit.,p.22.
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会保障制度や経 済統制政策 を とらねばな らなか ったであ ろ うと述べ てお る。

労働党政府 の政 策に よって,一 般 国民 が 最 も恩 恵 を うけ てお るのは,恐 ら く

「完 全 雇 用 」 で あ ろ うが,し か も この完 全 雇 用 で さえ も,敢 え て労 働党 の政

策 のお か げ と云 うよ りは,戦 後 の経 済 事 情 に よって 自つ か ら実 現 された もの

であ ろ うとハ ロ ッドは述べ てお る。

労 働党 の社 会主義的政策 の最大 の 目標 であ った産業国有化政策 に就い ては

特に投 資の問題 に注 目してい る。そ の中 で も特に投 資効率,資 金 調 達 が論 ぜ

られ てい る。 それ は国有化産業 の投 資総 額が イギ リス全体 の投 資総 額の中 で

極め て大 きい比重 を もってい る以上当然 であ ろ う。(1954年 で 公 社 の粗 固 定

資 本形 成 は £538million,私 的部 門 全部 のそ れ は £1,245millionで 公 社 は43・

%を 占め る。(]f.NIE,1961,Tab.48.).

彼 は 石炭 産 業 に就 い ては,投 資 効率 の見 地 か らみ て戦前 の 私企業時代 の投

資方式が案 外賢 明であ ったか も知れぬ と云 ってお る。何故な ら戦前 のイギ リ

ス石炭 業は しば しば資本家側 の怠慢か ら投 資がな され ず,非 能 率 であ っ た と

非 難 され て い るが,し か し当 時 で も能 率 的 な炭 坑 はそれ な りに投 資 も行 なわ

れ高 水準 の生産能率 を維持 しえたのであ って,反 って 国 民 経 済 的 見 地 か ら見

て,投 資が な され な か った こ との方 が合理的 であ ったのであ ろ うと述べ てお

くの

る。それが反って戦後,石 炭業には多す ぎる位の投資がなされ,し か も投資

効率には戦前ほ どに関心が払われず,更 に悪いことには能率的な炭坑 と非能

率的なそれ とが資金的にプール されておるのであ るか ら,投 資効率の面か ら
いノ

見 て疑問が多い と述べ てお る。

第四章 の産業に関す る個所 では,技 術 者 教 育 の必 要 性,独 占対 策 に関 す る、

政 策 が ふれ られてお る程度であ るが,特 に戦 後 は 度 重 な る金 融 引締 め政 策 の

ために,企 業 は 将 来 の見 透 しに不 安 を抱 き,思 い切 った近 代 化 投 資 を敢 え て

しなか った ことについ てふれてお る。 この点昨今 の 日本 と比較 して興味 が深

(4)Harrod,opoit.,p.34.

(5)Harrod,op.cit.,p.55.
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第五章 「金融組織」で,ハ ロッドは始めに19世 紀における金本位制下の金

融 メカニズムの自動調節作用を述べ,こ の自動調節作用が,国 際貿易の発展

に大 きな役割を果た したことを述べておる。 しか しかか る自動調節作用の対

外的作用力 も,当 時のイギ リスが強力な貸手の地位にあった ことに由来す る

ものであ り,第 二次大戦後のイギ リスが,尤 大なスターリソグ残高 の存在に

よって逆に借手の地位におかれるようになった以上,最 早かか る自動調節作

用の機能に期待す ることは夢にす ぎない。更にかかる弱い立場に立つイギ リ

スにおいては,金 利政策はかってのように,短 期外資を吸引す ることが最早
で　ラ

出来 な くな った ことを説い てお る。

更に,従 来 イ ギ リスの金 融 組 織 の 中 で伝 統的に信用 コソ トロールのための

最 も鋭 敏な機関 として割 引市場 があげ られ て来た。 しか し同市場 をめ ぐる資

金 の需要供給の弾力性 は第二 次大戦後大蔵省証券 のは ん らんに依 って損われ

て しまった。 この大蔵省証券 のはん らんは割 引商社を 困 った立場 に追 い込 ん

だ 。止む な くこの大蔵省証券 を何 とか消化 させ るべ く,イ ングラ ン ド銀 行 は

「裏 口操 作 」(back-doortechnique)を 行 な うこ とを余 儀 され たが,こ れ は

金 融 引締 め の効 果 を 著 し く損 うものであ った。 この よ うに大蔵省証券を濫発

せ しめた のは,地 方 当 局 の公 共 住宅 投 資 と,国 有 化 産 業投 資 の資 金 調 達 のた

め であ った。 この弊害 が1955年 に 著 し くな った こ とか ら,同 年 以降 は これ ら

の資 金 調 整 は,公 債 発 行 の方 法 に よ らず,国 家 予 算 の 中 で租 税 の形 式 に 依 る

こ とになった。 この租税に よる形 式は,前 の方 法 よ りは進 歩 した もの と云 え

るが,し か しこれ は 著 し くデ フ レー シ ョソ的な性格 を もつ ものであ って,こ
ぐ　ラ

れ も好 ま しい も の で な い 。

か く し て イ ギ リス の 金 融 政 策 を 片 輪 に して い るそ もそ も の 原 因 は,国 有 化

産 業 で あ る と して,こ の 点 に 関 し て ハ ロ ッ ドは 手 厳 しい 非 難 を 放 つて お る 。

(6)Harrod,op・cit..PP.94-95.

(7)Harrod,op.cit.,p。106.
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また1960年 か ら実 施 され た 「特 別 予金 制 」"SpecialDeposits"に 対 して も

可 成 り批判 的 で あ り,こ の方 法 に よ って若 干 の進 歩 は 見 られたが,国 有化 産

業 の資 金 調達 にか らむ 基 本的な問題は解 決 され ていない と してい る。最後に

・・ロ ッドは,最 近7年 間(1955-1962)を 通 じて金 融 当局 は 経 済 成 長 の見地

か らす れば,余 りに も制 限 的 な金 融 政 策 を とって来 た と強調 してお る。

3

第六章は ス ター リング の 過 去の歴史を 扱 ってお るが,そ の 内 容 はPolicy

・againstInflationの 中 で 詳述 され て お る こ と と 大 差 がない のとスペ ースの関

係 とで省略す る。第七章は労 働を扱 ってい るが,そ の内 容 は 賃 上 げ と イ ソフ

レー シ ョソの関係であ って,甚 だ 興味 が あ る。始 めに ハ ロ ッ ドは,二 種 類 の

イ ンフ レす なわ ち コス トイ ソフレとデマ ソ ドイ ソフ レとをは っき り区別す る

ことを要求 し,戦 後 イ ギ リスの イ ソフ レを この二種 のイ ソフレの組合せ とし

て理解すべ きこと,そ して この 両 方 の そ れ ぞ れ に応 じて異 った イ ソフ レ政 策

が とらるべ きことを主張 している。 この二種 の イ ソフ レに依 ってイギ リスの

イ ンフ レを分析 しよ うとす る彼 の態度は,「 安 定 成 長 の通 貨 政 策 」 に もは っ

き りうかが え る所 であ るが,こ こで注 目 され るの は,こ の二 種 の イ ソ フ レの

程 度 を 示す ためにを指標 を用い,数 字 に よって それ を現 わ し,そ れ に よって

戦 後 十 数年 の 期 間,ど の年 には どの イ ソフ レが 如 何 な る程度に進行 していた

かを8つ の数 表 に よ って整 理 して お る点 である。(Tab.35～Tab.43.PP.158

～169 .)

ハ ロ ヅ ドが 戦後 の イギ リスの イ ンフ レにつ いて述べ てい る所 は3点 に要 約

出 来 よ う。 第 一 には 戦 後 ひ きつづ き進行 したのは コス ト・イ ソフ レ で あ っ

て,し か もこの コス ト ・イ ンフ レは1948～1955年 は1949年 の ポ ソ ド切 下 げ の

結 果 と して いわ ば,や む を え ない形 で進 行 した 。 しか しこのポ ン ド切 下げに

伴 うコス ト・イ ンフ レの要 因は一応1955年 で消 失 した筈 で あ るのに,そ の後

ゼも1955～1961に 及 んで引 きつ づ き コス ト ・イ ソフ レは継続 してい る。 そ して
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この原因は賃金の生産性を越える上昇である。従 って賃金の上昇はおさえ ら

れねばな らない。そのための正 しい方法は,労 働組合 と政府 とが協力 して,賃

金引上げの率を生産性に見合 うようにおさえるべ きである。第二には,し か

るにイギ リス政府の政策は,ご く最近 までコス トイソフレ対策をとらずに需
の ノ

要 イ ソフ レ対策を とったが これは明 らかに間違いであ った。 この間違 った政

策 は,的 な き所 に 矢 を射 た が 如 く,イ ソフ レ退 治 の効 果 を もた らさなか った

ぼか りでな く,更 に余 計 な引 締 め政 策 に よ って イギ リス経済成 長率 を低下せ

しめて しま った。第 三には需 要 イ ンフレとコス トイ ソフ レとは逆相関 の関係
くの

にあ るのでは ないか とい う仮設を もち出 し,需 要 イ ンフ レは コス トデ フ レの

効 果 を もち,需 要 デ フ レは コス ト ・イ ソフ レの効果 を もつ のではないか,従

って戦 後 一 特 に1955～1962年 の イギ リス で金 融 引締 め政 策 に よって需

要デ フ レを強制 した時,反 っ て コス ト・イ ンフ レが 発 生 したのではないか と

い うことであ る。以上がハ ロッ ドの主張の要約 であ る。

第八 章は経済政策 を論 じてい る。 この章では,何 故 イ ギ リス は よ り高 い 経

済成 長 を 目指 さね ばな らぬか を,経 済 理 論 的 に 改 め て説 明 して い る。本書全

体を通 じてハ ロッ ドが何故 イギ リスに とって低い成 長率が不可 であ り,我 々

は 高 い成 長率 を 目指 さね ば な らぬか の理 由を折にふれて説 明 してい るが,そ

の理 由 は 四 つ 位 に な る。第 一 に はい う迄 もな く低い成 長は国民 の厚生を僅か

しか増大 しない。第二 には引締政策が もた らす デ フ レー ションは前述 の如 く

コス ト・イ ソフ レを招来す る。第三には低い成 長率 は労 働者階級の間に失業

の恐 怖を もた らす と共 に労 働の制限的 慣行RestrictiveLabourPracticeを

生 み 出す 。 第 四 に は 低 い成 長 率 に よる消費 の延 び悩みは企業 の投 資意 慾を減、

退 させ,そ れ は結 局産 業 近 代 化 を阻 止す る ことにな る。

第八章 の前 半で,ハ ロ ッ ドは 大 蔵 省全 体 の保 守 退 嬰性に対 して痛烈な批判

を加 え,イ ギ リス戦 後 の イ ンフ レが 上 述 の如 く二種類 よ りな っている ことを

(8)Harrod,op.6琵.p.170.

(9)Harrod,op.cit.,p.169.
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彼 等が依然 としてわ きまえず,需 要インフ レーシ・ン対策のみで従来やって

来た ことを弾劾 している。イギ リスの低い成長率 の一つの大きな原因は,大

蔵省の誤 まったイ ンフレ観の結果,イ ギ リスは余 りに長期間,高 金利政策に

よる引締め政策をとって来た ことにあ り,イ ギ リス国内の投資は延び悩みの

状態を続けて来 ざるをえなかった。また大蔵省は消費を抑制す ることが直ち

に輸出増大に直結 し,また投資を促進す ることになると考えているが,こ れ も

ハ ロッドによれぽ間違いである。では彼 自身の政策はどんなものだろ うか?

ハ ロッドの解決策は次の如 くである。先ず低金利政策の推進,国 内消費の促

進であ り,そ れに伴い投資が増大 しか くて高い成長率が実現す る。需要イ ソ

フレは自つか らコス ト・デフレーシ・ンを生み出 し,そ れに伴い国際競争力

は増大する。そ してその際必然的に生ずる国際収支の赤字は,不 本意なが ら

一時的な輸入制限によるべきだ と本章末尾で述べている。

最後の第九章 「将来の展望」では,将 来の経済政策の在 り方を具体的に示

している。先づ始めに長期利子率は当分3・5%程 度に下げる必要があ り,そ

のためには貨幣供給量の増加を計 らねばな らぬが,こ れは公開市場操作に依

るべきである。そ してこれは市場に無闇に公債を売 りつけて来た従来の政策

と正反対の行 き方である。更に財政々策では,線 上予算に大幅な剰余(1962

年4月 では £443million)を 生み出す従来の政策は考え直さねぽな らぬ とし

ている。かか る剰余は,成 長政策のためには好ま しくないが故に,な るべ く

減 らす ことが望ましい。 もし金融並びに財政で 引締め 緩和政策を とるな ら

ば,イ ギ リスは確実に大陸諸国の経済成長 よりも一層高い成長率を示す こと

が出来るとハ ロッドは確信 してい る。

所 でそ こで生れて来 る問題は国際収支を どうす るかである。 この問題を二

つに分けて,基 本的収支(FundamentalBalance)と 短期外資とに分けて考

察 している。前者では始めに経常勘定,更 に資本勘定に就いて述べている。そ

して経常勘定における収支が年平均 して £200millionの 黒字を示さない限

り,イ ギ リスの国際収支は健全 とはいえない。 しか しなが らより高い経済成
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長 とそ こか ら生ずる国際収支の危機 とのヂ レソマの問題に対 しては,ハ ロッ

ドは断乎としてより高い経済成長の方を主張 し,た とえ成長のため一時輸入

が増大 し外貨準備が固渇の危険にさらされても,従 前のような引締め政策を
ほの

とるよ りは,成 長 政 策 に進 むべ きだ と して い る。

次 の短 期外資の問題 があ る。す なわ ち利子率が 低下す ると短期外 資が流出

して しま うとい うヂ レソマであ る。 しか しこのヂ レソマをハ ロッ ドは恐 れな

い。そ して短期外資の流出には イギ リスは充分 に対 処出来 ると考 えている。

しか しそれ よ りも問題 なのは 国際収 支の慢性 的赤字 を高金利政策 に よる短期

外 資吸収 に よって カバ ーしてい る態 度で,こ れ こそ が 改 め られ るべ きだ と し

て い る。 更に短期外資 の根本 的解決 は,国 際 間 の協 力 が 大切 で,特 に ア メ リ

カの長 期 利 子 率 の 低 下 が望 ま しい と し,抜 本 的 に は ドル の切 り下 げ が必 要 と

な って くる。そ して末尾に ヨーロ ッパ共 同市場 への加入は イギ リスのために

もまた英連邦 のた めに もな らぬ ことを強調 してい る。

以上のハ ロ ッドの所説 に接 し,イ ギ リス と 日本 とは 全 く正 反 対 の経済政策

が とられ て来 た ことを知 る。 以上 のハ ロ ッドの処方箋に も疑問は残 る。ハ ロ

ッ ドの云 うよ うな イ ンフ レーシ ヨン政策 ・低金利政 策は一 時的 には経済成長

率 を高 めるであ ろ うが,果 してそ の よ うな衝 撃 に 耐 え られ るだけの真に強い

体力 を イギ リスの経済は依然 と して今 日もなお保持 してお るであ ろ うか?

ハ ロ ッ ドの処 方 箋 が 病 患 の一 部 に 卓効 を示すで あろ うことは疑い えないが,

イギ リスの経 済 体 質 全 体を 若 返 りさせ るか否かにつ いては大 きな疑問を抱か

ざるをえない。 イギ リス経済 の低い経済成長 の原 因につい てのハ ロッド分 析

は極 めて鋭いが,し か しハ ロ ッ ドの処 方 箋 の 有効 性 につ いては少なか らず疑

問 を もつ。経済学 的にみて彼 の処方箋は恐 ら くベス トの うちの一つに数 え ら

れ ると思われ る し,そ の 有効 性 そ の もの は否 定 出来 ない と考 えるが,ハ ロ ッ

ドの云 うよ うな卓 効 性 を 示 すであ ろ うか。 これは重要 な研究課題であ る。

(10)Harrod,op・cit・,P・21&




